
作成者 近藤　定

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 5,931 4,948 5,019 6,288 合計 5,019,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 5,019,000 円

一般財源 5,931 4,948 5,019 6,288

職員人件費　② 0 1,087 1,077 2,248

総事業費（①＋②） 5,931 6,035 6,096 8,536

建
設
事
業

全体事業費 0 ２３年度特定財源名称

２３年度迄の累積事業費 0

２５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　

４

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

　

野 計画推進

基本施策 情

刈

報共有
施策体系

施策の

谷

内容 電子市役所の推進

市

目
　
　
　
的

　あいち電

事

子自治体推進協議会に

務

おいて愛知

主
た
る
内
容

事

・負担金・電子申請・

業

届出システムの運用
県

評

と県内市町村が共同し

価

て電子自治体への取 ・

シ

あいち自治体データセ

ー

ンターの運用
り組みを

ト

行う。 ・ＬＧＷＡＮの

（

運用・共同セキュリテ

様

ィ監査

位
置
づ
け

関連計

式

画  

根拠法令  

対象者

１

市民、事業者、県内市

）

町村（名古屋市を 事業

会

期間 平成１５年度 ～

実

計

施方法 ■直営　■委託

名

　□指定管理　□補助

担

・助成　□その他

当部 企画財政部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

会

１年度実績 ２２年度実

計

績 ２３年度実績 ２４年

愛

度計画

・電子申請・届

知

出システムの ・電子申

県

請・届出システムの ・

自

電子申請・届出システ

治

ムの ・電子申請・届出

体

システムの
運用（機器

共

更新） 運用 運用 運用
・

同

共同セキュリティ監査

情

・共同セキュリティ監

報

査 ・共同セキュリティ

化

監査 ・共同セキュリテ

事

ィ監査
・ＬＧＷＡＮア

業

クセス運営 ・ＬＧＷＡ

担

Ｎアクセス運営 ・ＬＧ

当

ＷＡＮアクセス運営 ・

課

ＬＧＷＡＮアクセス運

情

営
・あいち自治体クラ

報

ウド推進

　県域での情

シ

報化の推進と住民サー

ス

ビスの質的向上及び標

テ

準化が図られている。

ム

また、システム開発及

課

び維持管理におけ

成果

款

るコスト削減と業務改

項

善が図られている。

(

目

できたこと)

　あいち

課

自治体クラウドの共同

等

利用のあり方について

長

検討する必要がある。

名

課題

(できなか 

 っ

谷

たこと)

指標名称（単

　

位）
実績値 目標値

２１

紀

年度 ２２年度 ２３年度

行

２４年度 ２６年度

活動

2

  
指標
成果   
指標

1

 
他市との
比較検証

11



見　真

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

人

ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 146,983 144,502 136,294 150,219 合計 136,293,734 円
需用費 1,283,992 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 298,725 円
委託料 13,609,479 円

一般財源 146,983 144,502 136,294 150,219 使用料及び賃借料
121,101,538 円

職員人件費　② 0 25,732 19,382 21,728

総事業費（①＋②） 146,983 170,234 155,676 171,947

建
設
事
業

全体事業費 0 ２３年度特定財源名称

２３年度迄の累積事業費 0

２５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

４

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 計画

　

推進

基本施策 情報共有

刈

施策体系
施策の内容 電

谷

子市役所の推進

目
　
　

市

　
的

　電子計算機を用

事

いて日常業務の効率化

務

、及

主
た
る
内
容

　電子

事

計算機とその周辺機器

業

の管理経費、及
び市民

評

サービスの向上を図る

価

び関連業務委託費

位
置

シ

づ
け

関連計画  

根拠法

ー

令  

対象者 市民、市職

ト

員 事業期間 昭和４２年

（

度 ～

実施方法 ■直営　

様

■委託　□指定管理　

式

□補助・助成　□その

１

他

）

会計名 担当部 企

Ｂ
　
事
　
業
　
実

画

　
績

２１年度実績 ２２

財

年度実績 ２３年度実績

政

２４年度計画

定額給付

部

金システム対応 新ネッ

一

トワーク構築、機器更

般

新戸籍システム開発、

会

稼動 住基法改正対応作

計

業
滞納整理システム稼

シ

動 新 住基法改正対応作

ス

業 住民コード拡張作業

テ

新庁舎電算室検討、設

ム

計 新庁舎へのシステム

等

移設 住民コード拡張作

管

業 改修住記システム稼

理

動
新庁舎ネットワーク

事

設計 住基法改正影響度

業

調査 国保システム開発

担

業者選定 国保システム

当

開発導入作業
住民コー

課

ド拡張影響度調査

　ホ

情

ストコンピュータの運

報

用管理を適切に実施で

シ

きた。

成果

(できたこ

ス

と)

　ホストコンピュ

テ

ータによるシステムが

ム

老朽化、複雑化してお

課

り、再構築が必要な段

款

階を迎えている。超高

項

齢社会を迎え
課題

、庁

目

内事務の効率化のみな

課

らず、住民視点からの

等

行政手続き効率化を実

長

現するシステムが求め

名

られる。
(できなか 

谷

 ったこと)

指標名称

　

（単位）
実績値 目標値

紀

２１年度 ２２年度 ２３

行

年度 ２４年度 ２６年度

2

活動   
指標
成果   

1

指標
 

他市との
比較検

1

証

1 作成者 岩



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 123,440 62,024 73,776 84,684 合計 73,776,295 円
需用費 1,013,737 円

財
　
源

特定財源 10,980 9,833 9,500 11,225 役務費 349,650 円
委託料 32,116,680 円

一般財源 112,460 52,191 64,276 73,459 使用料及び賃借料
40,296,228 円

職員人件費　② 0 15,584 22,612 23,601

総事業費（①＋②） 123,440 77,608 96,388 108,285

建
設
事
業

全体事業費 0 ２３年度特定財源名称

２３年度迄の累積事業費 0 市町村振興協会新宝くじ交付
金

２５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

４

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 計画推進

基本

　

施策 情報共有
施策体系

刈

施策の内容 電子市役所

谷

の推進

目
　
　
　
的

　情

市

報系ネットワーク内の

事

パソコンや各シス

主
た

務

る
内
容

　グループウェ

事

アシステム、財務会計

業

システ
テム等の情報機

評

器を管理又は導入する

価

ことに ム、内部事務支

シ

援システム等の管理経

ー

費、及
より、行政事務

ト

の合理化や効率化を図

（

る。 び関連業務委託費

様

位
置
づ
け

関連計画  

根

式

拠法令  

対象者 市職員

１

、市民、事業者 事業期

）

間 平成１８年度 ～

実施

会

方法 ■直営　■委託　

計

□指定管理　□補助・

名

助成　□その他

担当部 企画財政部

Ｂ

一

　
事
　
業
　
実
　
績

２１

般

年度実績 ２２年度実績

会

２３年度実績 ２４年度

計

計画

・グループウェア

Ｏ

システム更  ・パソコ

Ａ

ン820台更新 ・ファ

管

イルサーバ更新
新  ・

理

出向職員ポータル接続

事

シス
・パソコン120

業

台更新  テム更新
 ・

担

ＵＳＢメモリの制限
　

当

　　―――――――
 

課

　グループウェアパソ

情

コン、インターネット

報

、財務会計システムな

シ

どのシステムにより、

ス

内部事務の合理化や効

テ

率化が図

成果 られてい

ム

る。23年度、約82

課

0台のパソコンを一括

款

更新し、一元管理する

項

ことによりシステム運

目

用管理の更なる効率化

課

を図

(できたこと) っ

等

た。

　業務全体を対象

長

として効率や生産性を

名

改善するため、業務全

谷

体を全面的に見直し、

　

効率的なシステム更新

紀

計画を立案す
課題

る必

行

要がある。
(できなか

2

 

 ったこと)

指標名

1

称（単位）
実績値 目標

1

値

２１年度 ２２年度 ２

1

３年度 ２４年度 ２６年

作

度

活動   
指標
成果  

成

 
指標

 
他市との
比較

者

検証

近藤　定



者

0 0 27,881 28

近

,016 使用料及び賃

藤

借料
3,877,30

　

8 円

職員人件費　②

定

0 0 5,384 5,619

総事業費（①＋②） 0 0 33,265 33,635

建
設
事
業

全体事業費 0 ２３年度特定財源名称

２３年度迄の累積事業費 0

２５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

４

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 計

　

画推進

基本施策 情報共

刈

有
施策体系

施策の内容

谷

電子市役所の推進

目
　

市

　
　
的

　情報系及び住

事

民系ネットワークを統

務

合し、

主
た
る
内
容

　ネ

事

ットワークやインター

業

ネットの管理及び
情報

評

システム全般のインフ

価

ラを効率的に維持 関連

シ

業務委託
管理する。

位

ー

置
づ
け

関連計画

根拠法

ト

令

対象者 事業期間 平成

（

２３年度 ～

実施方法 ■

様

直営　■委託　□指定

式

管理　□補助・助成　

１

□その他

）

会計名 担当部 企

Ｂ
　
事
　

画

業
　
実
　
績

２１年度実

財

績 ２２年度実績 ２３年

政

度実績 ２４年度計画

 

部

情報系及び住民系ネッ

一

トワー   
 クの統合

般

  
   
   
　　

会

　――――――― 　　

計

　――――――― 　　

ネ

　―――――――

情報

ッ

系及び住民系ネットワ

ト

ークを統合管理し、各

ワ

種情報システム全般の

ー

インフラを効率的に維

ク

持管理した。

成果

(で

等

きたこと)

災害に強い

管

各施設のネットワーク

理

環境整備の検討。
課題

事

(できなか 

 ったこ

業

と)

指標名称（単位）

担

実績値 目標値

２１年度

当

２２年度 ２３年度 ２４

課

年度 ２６年度

活動
指標

情

活動
指標

他市との
比較

報

検証

システム課

款 項 目

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

課

　
ス
　
ト

単位：千円
２

等

１年度 ２２年度 ２３年

長

度 ２４年度 ２３年度

（

名

決算） （決算） （決算

谷

） （予算） 事業費内訳

　

事業費　① 0 0 27,

紀

881 28,016 合

行

計 27,881,31

2

3 円
需用費 242,

1

697 円

財
　
源

特定

1

財源 0 0 0 0 役務費 1

1

0,670,664 

作

円
委託料 13,090

成

,644 円

一般財源



作

を行った。

　国民健康

成

保険総合システムの調

者

達については次年度か

岩

ら開発作業に入るため

見

、システムが稼動した

　

後に改めて費用対効
課

真

題
果を検証する必要が

人

ある。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

活動 仕様調整・開発会議等開催回数  14 28 10
指標 （回）
成果 作業進捗率（％）  10.0 60.0 90.0
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 37,304 153,846 40,000 合計 153,846,000 円
委託料 153,846,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 37,304 153,846 40,000

職員人件費　② 0 3,987 14,357 17,232

総事業費（①＋②） 0 41,291 168,203 57,232

建
設
事
業

全体事業費 0 ２３年度特定財源名称

２３年度迄の累積事業費 0

２５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

４

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

　

分野 計画推進

基本施策

刈

情報共有
施策体系

施策

谷

の内容 電子市役所の推

市

進

目
　
　
　
的

　住民コ

事

ードの桁を拡張し、平

務

成24年度施行

主
た
る

事

内
容

　住民記録システ

業

ムの改修業務委託費、

評

住民
予定の改正住民基

価

本法に対応するため、

シ

住民 コード桁拡張に伴

ー

う周辺システムの改修

ト

業務
記録システムを改

（

修する。 委託費

位
置
づ

様

け

関連計画  

根拠法令

式

住民基本台帳法の一部

１

を改正する法律

対象者

）

市民、市職員 事業期間

会

平成２２年度 ～ 平成２

計

５年度

実施方法 ■直営

名

　■委託　□指定管理

担

　□補助・助成　□そ

当

の他

部 企画財政部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　

会

実
　
績

２１年度実績 ２

計

２年度実績 ２３年度実

住

績 ２４年度計画

 ・既

民

存システムへの影響度

記

調 ・法改正に伴う改修

録

作業 ・法改正に伴う改

シ

修作業
 　査 　仮住民

ス

票発行準備 　仮住民票

テ

発行
 ・基本設計 　既

ム

存システムに対する改

再

　移行テスト、稼動テ

構

スト
 ・開発環境の整

築

備 　修、テスト 　本稼

事

動
　　　――――――

業

― 　開発、テスト環境

担

としてホ ・住民コード

当

拡張に伴う改修 ・住民

課

コード拡張に伴う改修

情

　ストコンピューター

報

に仮想 　作業 　作業
　

シ

環境を構築 　改修対象

ス

の把握、スケジュ 　移

テ

行テスト、稼動テスト

ム

・システム導入手法の

課

調査 　ーリング 　本稼

款

動
・戸籍、ダウンリカ

項

バリーシ
　ステムの入

目

替作業
　戸籍、ダウン

課

リカバリーシステムの

等

入替が完了し、仮住民

長

票の発行準備を整えた

名

。また情報システムの

谷

調達手法を標準

成果 化

　

するため、他自治体に

紀

おいて実績のある手法

行

を用いて国民健康保険

2

総合システムの開発業

1

者を選定し、コストバ

1

ランス

(できたこと)

1

のとれたシステム調達


